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研究要旨 

本研究の目的は、災害時において自治体の保健活動推進を図る災害時保健活動マニュアルの策

定及びその活用を災害時及び平時において推進する方法及び体制を明らかにすることである。 

 研究は 2年間で構成し、研究１年目である本年度は、実態把握と好事例の検討によりマニュア

ル策定と活用推進の課題抽出並びにマニュアル策定や活用を実質化するモデルの考案を行うこ

とを目標とした。６つの分担研究、１：先行知見の整理及び成果物発信の基盤整備、２：全国自

治体を対象とした災害時保健活動マニュアルの策定・活用状況の実態調査、３：災害時保健活動

の実際とマニュアルの比較検証、４：災害時保健活動マニュアル策定における好事例の検討、５：

災害時保健活動マニュアルの活用推進における好事例の検討、６：保健師等の災害時の業務マネ

ジメント及びメンタルヘルス等支援の検討、を実施した。 

 分担研究１～６の各結果から、災害時保健活動マニュアルの策定と活用推進の課題、並びにマ

ニュアル策定や活用を実質化するために必要な要素と考えられることを抽出し、整理した。 

１． マニュアルの策定フェーズ 

１） 策定における課題：防災対策における保健師の役割や関与の体制、統括保健師の位置づけ・

役割、マニュアル策定に対する優先度、保健師間の交流・伝承、災害時保健活動に対する整

理や周知、マニュアルの作成方法、の課題がマニュアルの策定にあたり、都道府県本庁及び

県型保健所、保健所設置市、市町村に共通性の高い事項と考えられた。一方で都道府県本庁

は市町村の状況や課題の把握、保健所設置市は都道府県本庁との平時からの接点、市町村は

災害対応に関する情報、平時からの準備力に課題の特徴がある。 

２） 策定を実質化するために必要な要素：地域防災計画との関連、統括保健師の役割発揮、策定

に対する基本方針（大事する考え）、策定プロセス、平時の活動や人材育成との連動、策定支

援、平時からの活動の基盤づくりを考慮する必要がある。 

２． マニュアルの活用フェーズ 

１） 活用における課題：活用の推進役割の不明確さ、活用の実質化、ニュアルの内容・形式、マ

ニュアルの改訂、保健師の人員体制、保健師の人材育成、他部署・関係機関とのマニュアル

の共有、の課題がマニュアルの活用にあたり、都道府県本庁、県型保健所、保健所設置市、

市町村に共通性の高い事項と考えられた。一方市町村に特徴的な課題として、策定したマニ

ュアルの周知や理解不足、策定後の検証不足、策定後の研修機会との連動の不足、統括保健

師の孤独、他部署の理解、予算・場所がある。 

２） 活用を実質化するために必要な要素：活用や改訂の推進者・体制の明確化、活用機会の明確

化、マニュアルの周知・共有、マニュアルを反映した研修・訓練の実施、平時からの活動の

基盤づくり、検証に基づくマニュアルの見直しと反映、活用に対する支援の確保、平時の保

健活動との連動、保健師の人材育成との連動、訓練の体系化と効果の検証を考慮する必要が

ある。 

以上の整理を基に、策定フェーズ、活用フェーズのそれぞれにおける課題及び策定・活用を実

質化するために必要な要素を構造的にモデル図として示した。 
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Ａ．研究目的  

 豪雨水害をはじめとする甚大な自然災

害が毎年のように各地で発生している。

自治体において災害発生時に地域防災計

画を実質化させ、被災住民の健康支援を

組織的に推進するうえで、活動手順を示

した災害時保健活動マニュアル（以下マ

ニュアル）は欠かせない。地域防災計画

にマニュアルの位置づけが記載されてい

ない自治体も多く、マニュアル策定に着

手していない、あるいは策定していても

災害時及び平時に充分に活用されていな

い状況がある。  

 本研究の目的は、災害時において自治

体の保健活動推進を図る災害時保健活動

マニュアルの策定及びその活用を災害時

及び平時において推進する方法及び体制

を明らかにすることである。マニュアル

の策定及び活用推進は、災害時保健活動

の主体となる自治体の対応力及び準備性

を高めることに直結する 1)。すなわち統

括保健師を含む災害時保健活動の体制づ

くり、発災後の BCP を含む保健活動の実

施計画、保健師等従事者の研修、災害時

の業務マネジメント及びメンタルヘルス

等支援、関係者との連携・協働等におい

て自治体の災害時保健活動を促進する要

となる。  

 本研究の最終目標は、自治体における

災害時保健活動マニュアルの策定及び活

用推進を図る方法及び体制を手引きや事

例集等の実用的なかたちで提示すること

である。研究は 2 年間で構成し、研究１

年目である本年度は、実態把握と好事例

の検討によりマニュアル策定と活用推進

の課題抽出並びにマニュアル策定や活用

を実質化するモデルの考案を行うことを

目標とした。  

 災害時保健活動マニュアル策定及び活

用の事例報告は散見されるが、その推進

に向けての汎用性に関わる調査研究は充

分でない。本研究は実態及び好事例の分

析によりマニュアル策定及び活用推進の

ための課題及び必要な要件を検討し、そ

れらを基に取組みを促すモデル考案と検

証を通して、その成果を手引きや事例集

等により実践的に活用できるかたちで提

示する。  

 

Ｂ．研究方法  

 ６つの分担研究により、本年度の目標

を達成するよう、構成した。  

分担研究１：先行知見の整理及び成果物

発信の基盤整備  
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 自治体における業務マニュアルの目的、

策定及び評価方法の知見を踏まえ、既存

資料から災害時保健活動マニュアルの位

置づけ、目的、策定・活用・評価方法並び

に課題を整理した。また本研究斑の成果

物発信の基盤整備のため、本研究の進捗

及び好事例、マニュアル策定及び活用に

役立つ研究成果物の周知を図る特設ホー

ムページ（以下 HP）の内容を検討し作成

した。  

分担研究２：全国自治体を対象とした災

害時保健活動マニュアルの策定・活用状

況の実態調査  

 自治体における災害時保健活動マニュ

アルの策定及び活用の実態を把握し、そ

れらの推進方法を検討した。都道府県本

庁 47 か所、保健所設置市 87 か所、市町

村 1,631 か所の計 1,765 か所の保健師代

表者各１名を対象に、郵送自記式質問紙

調査を行った。  

分担研究３：災害時保健活動の実際とマ

ニュアルの比較検証  

災害時保健活動マニュアルを策定して

いる 3 県 8 市 13 人の保健師を対象に、

マニュアルの策定及び見直しの過程等に

ついて半構造化インタビューを行い、災

害に備えた平時の体制整備に関する活動

も含めた災害保健活動の実際と災害時保

健活動マニュアルとの関連から、マニュ

アルの策定・見直し及び災害保健活動に

おけるマニュアル活用のために必要な要

件を検討した。  

分担研究４：災害時保健活動マニュアル

策定における好事例の検討  

 災害時の自治体の保健活動マニュアル

策定の好事例を対象に、策定の経緯やプ

ロセスに関する情報を収集し、マニュア

ル策定に必要な要件を検討した。災害時

の保健活動マニュアルの策定に中心的に

従事した経験のある 11 か所の自治体（都

道府県型保健所３、指定都市１、中核市

１、一般市町６）に所属する 27 名の保健

師の協力を得てインタビュー調査を実施

した。  

分担研究５：災害時保健活動マニュアル

の活用推進における好事例の検討  

平時から災害時保健活動マニュアルを

活用している好事例を対象に、活用の仕

方と成果および活用促進要因と課題を明

らかにし、災害発生時の保健活動推進に

資するマニュアル活用推進に必要な要件

を検討し。9 自治体（都道府県型保健所 3

カ所、保健所設置市 2 カ所、一般市町 4

カ所）に所属する、マニュアル活用につ

いて最も把握している保健師 17 名の協

力を得てインタビュー調査を実施した。  

分担研究６：保健師等の災害時の業務マ

ネジメント及びメンタルヘルス等支援の

検討  

 災害時に中長期に健康支援に関わる被

災地の保健師の業務マネジメント及びメ

ンタルヘルス等支援の分析から、マニュ

アル策定及び活用推進に必要な要件を検

討した。災害時における保健師業務負荷

軽減のための好事例を収集し、被災地の

保健師のメンタルヘルス対策の実際やメ

ンタルヘルス支援に役立つ情報を整理し

た。研究デザインは質的記述的研究デザ

インで、2017 年から 2021 年の間で大規

模自然災害が発生した自治体にて統括

（管理）的立場にあった保健師ならびに

職員の健康管理を担う担当者に機縁法に

てリクルートを行い 7 名の研究参加者を

得た。インタビューガイドを用いた半構

造化面接にて災害時における保健師業務

負荷軽減のための工夫・調整、保健師等

へのメンタルヘルス支援や対策の実際、

課題となった点等についてインタビュー

を実施した。  

 

（倫理的配慮）  

 各分担研究は、分担研究者の所属大学

の研究倫理審査委員会の承認を得て実施

した。  

 

Ｃ．研究結果  

１．分担研究１  

１）先行知見の整理  
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先行研究の文献検討から、マニュアル

策定フェーズおよび活用フェーズについ

て、それぞれの課題と実質化するための

要素として考えられることについて記述

を抽出し、都道府県本庁・保健所設置

市・市町村別に整理・分類を行なった。  

２）成果発信の基盤整備  

本研究班の成果発信の基盤としてホー

ムページを作成し、2023 年 3 月初旬に

公開した。ホームページ上では、本研究

班の成果資料および関連先行研究資料に

ついてダウンロードが可能な状態で公開

しており、今後も随時情報を更新する。  

 

２．分担研究２  

 都道府県本庁 40（回答割合 85.1％）、

保健所設置市 73（同 83.9％）、その他の

市町村 711（同 46.7％）より回答を得

た。都道府県本庁による市町村の現況把

握は、マニュアル策定状況 37.5%、管轄

保健所の市町村への支援状況 22.5%であ

った。マニュアルの策定ありは、保健所

設置市 60.3%、市町村 28.4%で、策定契

機は他自治体への応援派遣、所属自治体

の被災等であった。完成までに 1 年以

上～2 年未満を要していた。都道府県本

庁または管轄保健所からの策定支援は保

健所設置市 9.6%、市町村 14.2％あり、

情報の提供、都道府県マニュアルとの関

連づけ等であった。策定にあたり困難で

あったことは、記載内容の選定と記載の

仕方、体制づくり、他部署との連携・調

整等であった。「記載が十分でない」「記

載していない」とする内容は、地域特性

や災害種別の特性等への留意点、業務継

続計画、職員の過重労働対策等であっ

た。平時における研修・訓練、他部署と

の連携等に活用されていた。課題とし

て、保健所設置市ではマニュアルの位置

づけや統括保健師の体制、市町村では独

自マニュアルの代替としての既存マニュ

アルの活用等が挙げられた。  

市町村における災害時保健活動マニュ

アルの策定・活用を推進するには、マニ

ュアルの意義や効果を示すと共に、各市

町村のニーズを踏まえた都道府県本庁と

管轄保健所との協働による市町村への計

画的な支援が望まれる。  

 

３．分担研究３  

マニュアルの策定・見直し及び災害保

健活動におけるマニュアル活用のために

必要な要件として以下の 7 点を得た。  

・災害時保健活動の経験の振り返りまた

は災害対応関連の訓練を機会に当該自

治体の災害時保健活動体制や災害時保

健活動マニュアルが定期的に検証され

ている  

・保健師活動体制及び指揮命令系統並び

に保健師の役割の明示とともに、困

難・混乱が生じやすい活動については

具体や手順が示されている  

・災害時保健師活動体制・方針について

保健師内で合意が得れているととも

に、マニュアル内容の定期的な共有の

機会がもたれている  

・防災担当部署や避難所担当部署等の他

部署との調整と周知並びに防災計画と

の整合性や庁内への周知が図られてい

る  

・平時も含めた災害対応活動について統

括保健師の役割が事務分掌上に明記さ

れている  

・災害対応に関わる関係機関との調整と

周知が図られている  

・平時の役割や活動が記載されている  

 

４．分担研究４  

 マニュアル策定の契機は、『自治体事

業としての取り組み』、他都市や地元で

の『災害保健活動経験』など６つの要因

があった。マニュアルの特徴では、約半

数の事例で『活用者』は保健師以外の地

域保健従事関連職種を想定しており、

『内容；難易度』として、災害未経験者

や新任期保健師の活用を考慮したなど６

つの要因があった。マニュアル策定の体

制では、業務として『策定の位置づけ』
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を図る自治体が多く、保健師間や関係各

所との『合意形成』など８つの要因があ

った。マニュアル策定の推進要因には、

『事業化』や、組織内外の関係者との

『合意形成』、主担当者のリーダーシッ

プやマネジメントスキルなどの『策定を

主導する人材と力量』、『機運・タイミン

グの活用』『チームワーク・良好な関係

性の構築』など１３の要因に整理され

た。一方、マニュアル策定における課題

では、『内容の判断』『既存計画との整合

性』『妥当性の検証』など１２の要因が

あった。災害時、保健師が活用するマニ

ュアルは、保健師以外の地域保健従事者

も活用をする内容を包含し、保健所や市

町村ヘルス部署をはじめ、保健師の分散

配置部署の上司や総務課、防災部署、自

治体上層部など、多様な関係者の合意形

成を図る必要性が明らかになった。ま

た、地元や他都市の災害支援経験や、自

治体の事業化などの機運を逃さず、先進

地の取り組みや、既存の資料・情報を活

用し、自治体や地域の特性にあわせ応用

を図る検討が望まれた。さらに、合意形

成や協力を容易にするために、平常時か

らの組織内外の関係者との相互の関係性

の構築も重要な要因であった。  

 

５．分担研究５  

 活用目的は、平時における「災害対応

能力の獲得」・「災害の意識化」・「連携強

化」・「他自治体支援」・「災害対策事業の

実施」および「災害対応」であった。マ

ニュアル活用時の体制や活用に関係した

状況として、「相互支援の関係性」・「原

動力となる人の存在」・「保健師の人事

権・教育体制整備」・「マニュアルの組織

的理解」・「地理的災害リスク」があっ

た。マニュアル活用の成果の影響範囲

は、「他自治体」・「自自治体」・「防災部

署」・「保健師」・「マニュアル」であっ

た。マニュアル活用の促進要因は、「マ

ニュアル内容」・「災害対策に関するサポ

ート体制」・「保健師自身」・「活用の継続

性」・「組織体制」に分けられた。マニュ

アル活用の課題は、「実質的な活用」・

「マニュアル改訂」・「マニュアル内容・

形式」・「保健師人員体制」・「保健師人材

育成」・「統括保健師の孤独」・「他部署の

理解」・「予算・場所」に分けられた。  

災害発生時の保健活動推進に資するマ

ニュアル活用推進に必要な要件として、

以下の 5 つを得た。  

1)自他の被災経験に基づく保健師自身の

使命感・災害対策へのモチベーション  

2)既存の協調関係を基盤にした組織的協

働的マニュアル策定プロセス  

3)災害対策への刺激と情報を受けられる

外部との関係性  

4)マニュアルの活用方法・見直し時期・

担当者がマニュアルへ明記されている

こと  

5)地域防災計画へマニュアルが位置づい

ていること  

 

６．分担研究６  

 災害時における保健師業務負荷軽減の

ための工夫・調整として、発生後 24 時

間以内のフェーズでは【災害モードへの

ギアチェンジを行う】【混沌とした状況

の中で片っ端から対応する】【職員の安

全健康確保を確認した上での対応を進め

る】、【あらかじめの想定や準備に従って

対応する】【対応方針を決めて共有す

る】の 5 カテゴリ、発災 24～72 時間以

内では【災害対応の拠点を作る】【災害

の対応能力を推し量りながら必要な業務

を組み立てる】【災害対応の見通しを見

える化する】【受援がうまく調整できる

ようつなぎ役をする】【職員の安全健康

確保の方針を示す】【顔の見える関係性

で地域資源を有効活用する】の 6 カテゴ

リ、発災 4 日以降では【顔の見える関係

性で対応をスムースに進める】【災害対

応の見通しを見える化する】【風通しの

良い職場風土を普段からつくる】【災害

モードのギアチェンジを行う】の 4 カテ

ゴリが抽出された。メンタルヘルス支援
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や対策については、【方針表明】【体制づ

くり】【相談場所の確保】【職場風土の醸

成】【心理的負荷を減らす業務の工夫】

の 5 カテゴリ、課題として【災害対応で

は想定を超えた心的負荷がかかってく

る】【災害は原因ではなくトリガーであ

ること】【災害対応している職場の余裕

のなさ】【職場内支援者によるメンタル

ヘルス支援の限界】が挙げられた。  

災害時のメンタルヘルス支援について

は既存の職員の健康管理の支援や仕組み

を活用しながら対応している好事例も収

集されたが、被災地では住民への災害対

応が優先されるため職員のメンタルヘル

ス支援を担う余裕がないことや、外部支

援が活用されにくい心理的葛藤等の課題

も明らかになった。これらの知見を整理

しつつ、災害時の保健師業務負荷軽減策

と実効的なメンタルヘルス支援について

提案することが重要である。  

 

Ｄ．考察  

 分担研究１～６の各結果から、災害時

保健活動マニュアルの策定と活用推進の

課題、並びにマニュアル策定や活用を実

質化するために必要な要素と考えられる

ことを抽出し整理した。  

１．策定における課題  

１）都道府県本庁及び県型保健所の課題  

（表 1-1）  

 市町村の状況や課題の把握、マニュア

ル策定に対する優先度、統括保健師の役

割、保健師間の交流・伝承、防災対策に

おける保健師の役割や関与の体制、災害

時保健活動に対する整理や周知、マニュ

アルの作成方法が課題として整理され

た。  

２）保健所設置市の課題（表 1-2）  

 防災対策における保健師の役割や関与

の体制、統括保健師の位置づけ・役割、  

マニュアル策定に対する優先度、災害経

験の伝承、災害時保健活動に対する整理

や周知、平時からの準備力、マニュアル

の策定方法、都道府県本庁との平時から

の接点が課題として挙げられた。  

３）市町村の課題（表 1-3）  

 防災対策における保健師の役割や関与

の体制、統括保健師の位置づけ・役割、

市町村のマニュアル策定に対する優先

度、災害対応に関する情報、保健師間の

協働・伝承、災害時保健活動に対する整

理や周知、平時からの準備力、マニュア

ルの策定方法が課題として挙げられた。  

 以上より、防災対策における保健師の

役割や関与の体制、統括保健師の位置づ

け・役割、マニュアル策定に対する優先

度、保健師間の交流・伝承、災害時保健

活動に対する整理や周知、マニュアルの

作成方法の課題がマニュアルの策定にあ

たり都道府県本庁及び県型保健所、保健

所設置市、市町村において共通性の高い

事項と考えられる。  

一方、都道府県本庁に特徴的な課題は

市町村の状況や課題の把握であり、保健

所設置市は都道府県本庁との平時からの

接点、市町村は災害対応に関する情報、

平時からの準備力に課題の特徴があると

考えられた。  

 

２．策定を実質化するために必要な要素  

として考えられること（表２）  

 地域防災計画との関連、統括保健師の

役割発揮、策定に対する基本方針（大事

する考え）、策定プロセス、平時の活動

や人材育成との連動、策定支援、平時か

らの活動の基盤づくりがマニュアル策定

を実質化するために必要な要素として導

出された。  

 

３．活用における課題  

１）都道府県本庁及び県型保健所の課題  

（表 3-1）  

 活用の推進役割の不明確さ、活用の実

質化、マニュアルの改訂、マニュアルの

内容・形式、保健師の人員体制、保健師

の人材育成、他部署・関係機関とのマニ

ュアルの共有が課題として挙げられた。  

２）保健所設置市の課題（表 3-2）  
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活用の推進役割の不明確さ、マニュア

ルの内容・形式、活用の実質化、マニュ

アルの改訂、保健師の人員体制、保健師

の人材育成が課題として挙げられた。  

３）市町村の課題（表 3-3）  

 活用の必要性や方法の理解不足、他部

署・関係機関とのマニュアルの共有、策

定したマニュアルの周知や理解不足、マ

ニュアルの内容・形式、策定後の検証不

足、策定後の研修機会との連動の不足、

活用の実質化、マニュアルの改訂、保健

師の人員体制、保健師の人材育成、統括

保健師の孤独、他部署の理解、予算・場

所が課題として挙げられた。  

 以上より、活用の推進役割の不明確

さ、活用の実質化、ニュアルの内容・形

式、マニュアルの改訂、保健師の人員体

制、保健師の人材育成、他部署・関係機

関とのマニュアルの共有の課題がマニュ

アルの活用にあたり都道府県本庁及び県

型保健所、保健所設置市、市町村におい

て共通性の高い事項と考えられる。  

 一方市町村に特徴的な課題として、策

定したマニュアルの周知や理解不足、策

定後の検証不足、策定後の研修機会との

連動の不足、統括保健師の孤独、他部署

の理解、予算・場所があった。  

 

４．活用を実質化するために必要な要素

として考えられること（表４）  

 活用や改訂の推進者・体制の明確化、

活用機会の明確化、マニュアルの周知・

共有、マニュアルを反映した研修・訓練

の実施、平時からの活動の基盤づくり、

検証に基づくマニュアルの見直しと反

映、活用に対する支援の確保、平時の保

健活動との連動、保健師の人材育成との

連動、訓練の体系化と効果の検証がマニ

ュアルの活用を実質化するために必要な

要素として導出された。  

 

５．マニュアル策定や活用を実質化する

モデルの考案（図 1-1、1-2）  

マニュアル策定及び活用の課題並びに

マニュアルの策定と活用を実質化するた

めに必要な要素の関係を構造的に配置

し、モデル図を示した。  

 

Ｅ．結論  

分担研究１～６の各結果から、災害時

保健活動マニュアルの策定と活用推進の

課題、並びにマニュアル策定や活用を実

質化するために必要な要素と考えられる

ことを抽出し整理した。それらの整理を

基に、策定フェーズ、活用フェーズのそ

れぞれにおける課題及び策定・活用を実

質化するために必要な要素を構造的にモ

デル図として示した。  

 

Ｆ．健康危険情報  

  なし  

 

Ｇ．研究発表  

 1.  論文発表  

 なし  

 2.  学会発表  

 なし  

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

 なし  

 

＜引用文献＞  

1)大関博美 ,藤本紀子 ,宮崎美砂子ほか：

「市原市災害時保健活動マニュアル」

に もとづく研修会の取り組み：役割

別シミュレーション演習とそこから見

え て き た 課 題 . 保 健 師 ジ ャ ー ナ

ル ,72(9),758-764,2016. 
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表１―１ 策定における課題（都道府県本庁および県型保健所） 

カテゴリ コード データ源 

市町村の状況や

課題の把握 

・都道府県内の市町村のマニュアル策定の状況や課題を把握できていない 分担研究２ 

マニュアル策定

に対する優先度 

・マニュアル作成の優先順位が低く、作成時間がない 分担研究１ 

・市町村地域防災計画への県型保健所の介入機会が低い 分担研究１ 

・保健所による市町村マニュアル策定支援の必要性が共有されていない 分担研究 3 

 

・災害経験のある県内においても保健師の災害対策への温度差がある 分担研究 3 

統括保健師の役

割 

・都道府県内における市町村マニュアルの策定に対する都道府県本庁の統括保健師の役

割が明確でない 

分担研究２ 

保健師間の交

流・伝承 

・平時の保健師の分散配置による交流機会の減少と連携不足 分担研究１ 

・平常時に市町村と協働する機会の減少 分担研究１ 

・保健師の世代交代に伴う災害時保健活動の継承の課題 分担研究 3 

防災対策におけ

る保健師の役割

や関与の体制 

・危機管理部門等の庁内の理解・調整の困難 分担研究１ 

災害時保健活動

に対する整理や

周知 

・都道府県版のマニュアルを市町村に継続的に周知できていない 分担研究２ 

・災害時における都道府県・保健所・市町村の役割分担が明確でない 分担研究１ 

・災害時における保健師としての役割と行政職員としての役割が不明確 分担研究１ 

・保健師の立場の違い（派遣・受援）による内容の整理や周知が不足している 分担研究４ 

・医療支援から保健活動へのシフトに関する明確な指針（根拠）が示されていない 分担研究４ 

・国による帳票類の目的別の整理や集約の検討の必要性がある 分担研究４ 

マニュアルの作

成方法 

・被害想定をどの規模で設定したらよいか分からない 分担研究１ 

 

表１―２ 策定における課題（保健所設置市） 

カテゴリ コード データ源 

防災対策におけ

る保健師の役割

や関与の体制 

・地域防災計画策定への保健師の関与がない 分担研究１ 

・地域防災計画への保健師の役割の明示や公衆衛生の視点の不足 分担研究１ 

・防災対策は保健師が所属する部門の事務分掌に含まれていない 分担研究１ 

統括保健師の位

置づけ・役割 

・統括保健師による災害時分野横断調整機能の期待と現実とのギャップが大きい 分担研究４ 

マニュアル策定

に対する優先度 

・マニュアル作成の優先順位が低く、作成時間がない 分担研究１ 

・自治体内部で平時業務等の繁忙により災害対策のプライオリティは低い 分担研究４ 

・地域で想定される災害の被害の甚大さからマニュアル策定の必要性の理解が得えられ

ない 

分担研究４ 

災害経験の伝承 ・多くの部局で災害対応経験を持たない場合が多い 分担研究１ 

・支援経験の記録や報告書は作成できておらず，災害時の活動指針やマニュアルがない 分担研究１ 

災害時保健活動

に対する整理や

周知 

・県・保健所・市町村の役割分担の準備不足 分担研究１ 

・災害時における保健師としての役割と行政職員としての役割が不明確 分担研究１ 

平時からの準備

力 

・自主防災組織等の住民組織との接点が少ない 分担研究１ 

マニュアルの策

定方法 

・被害想定をどの規模で設定したらよいか分からない 分担研究１ 

・マニュアルに記載する内容・程度などの判断が困難である 分担研究４ 

都道府県本庁と

の平時からの接

点 

・平時から都道府県本庁とのコミュニケーション回路が乏しく役割分担や連携方法を確

認できていない 

分担研究２ 
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表１―３ 策定における課題（市町村） 

カテゴリ コード データ源 

防災対策におけ

る保健師の役割

や関与の体制 

・地域防災計画策定への保健師の関与がない 分担研究１ 

・地域防災計画への保健師の役割の明示や公衆衛生の視点の不足 分担研究１ 

・防災対策が保健師の所属する部門の事務分掌に含まれていない 分担研究１ 

・市町村防災担当者と保健師の連携不足 分担研究１ 

・危機管理部署との方針の統一 分担研究３ 

・避難行動要支援者名簿作成担当部署との連携 分担研究３ 

・地域防災計画との整合性、業者が作成しており、保健師の意見が反映されにくい、結

果としてマニュアルとの不一致が生じる 

分担研究３ 

・市町村防災部署の災害時の保健師の活動に対する理解が不足している 分担研究４ 

・市町村防災部署職員の防災対策などへの意識が低い 分担研究４ 

・保健師職能に特化したマニュアルの上位組織の合意形成が難しい 分担研究４ 

・関係部署との協議や計画の整合性を図ることが難しい 分担研究４ 

統括保健師の位

置づけ・役割 

・統括的保健師の健康危機管理に対する知識不足や不安 分担研究１ 

・統括的な立場の保健師の位置づけが明確でないと受援調整（マニュアル検討も）が難

しく、危機管理部署等との話し合いが必要となる 

分担研究３ 

・統括保健師による災害時分野横断調整機能の期待と現実とのギャップが大きい 分担研究４ 

市町村のマニュ

アル策定に対す

る優先度 

・災害保健活動に対する優先度の低さ 分担研究１ 

・市町村独自のマニュアル作成の必要性を感じていない 分担研究２ 

・自治体内部で平時業務等の繁忙により災害対策のプライオリティは低い 分担研究４ 

・地域で想定される災害の被害の甚大さからマニュアル策定の必要性の理解が得えられ

ない 

分担研究４ 

・必要なマニュアルの改訂が困難（時間、予算、知識不足） 分担研究４ 

・マニュアル作成の必要性を認識はしていたが優先度が低かった 分担研究５ 

災害対応に関す

る情報 

・災害対応に関する情報が少ない 分担研究６ 

保健師間の協

働・伝承 

・多くの部局で災害対応経験を持たない場合が多い 分担研究１ 

・業務分担制・分散配置下による平時に協働・連携する機会の減少 分担研究１ 

災害時保健活動

に対する整理や

周知 

・保健部局における危機管理体制の未整備 分担研究１ 

・イメージがつかない等検討が難しい（受援、要配慮者毎の対応（発達障害児者や認知

症者等）、感染症対応等） 

分担研究３ 

・受援内容や体制が決まっていない 分担研究１ 

・初動時や避難所活動のみに焦点化されている（指揮命令系統や受援体制が十分でない） 分担研究３ 

・自組織の状況（保健師配置状況、地区特性、社会資源等）により具体的対応が異なる 分担研究１ 

・受援調整など災害時の実際の動きなども想定していなかったため被災地自治体として

何をすべきかわからなかった 

分担研究６ 

平時からの準備

力 

・自主防災組織等の住民組織との接点が少ない 分担研究１ 

マニュアルの策

定方法 

・マニュアル策定の着手方法が分からない 分担研究１ 

・被害想定をどの規模で設定したらよいか分からない 分担研究１ 

・策定方法や体制づくりがわからない 分担研究２ 

・策定の契機がつかめない 分担研究２ 

・マニュアルに記載する内容・程度などの判断が困難である 分担研究４ 

・策定するノウハウがなかった 分担研究６ 
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表２ 策定を実質化するために必要な要素として考えられること 

カテゴリ コード データ源 

地域防災計画と

の関連 

・地域防災計画への保健師の関与 分担研究１ 

・所属自治体の地域防災計画の理解 分担研究１ 

・地域防災計画と保健活動マニュアルの連動 分担研究１ 

・地域防災計画の被害想定を参考に保健師の役割を整理する 分担研究１ 

・自治体の危機管理体制全体の中での保健活動の課題を検討する 分担研究１ 

統括保健師の役

割発揮 

・統括保健師の役割発揮とリーダーシップ（防災部局や関係部局との合意形成・連携強

化、保健師間のコミュニケーションの円滑化、平時の人材育成との連動） 

分担研究１ 

策定に対する基

本方針（大事す

る考え） 

・県保健所・市町村保健師の顔の見える関係づくり 分担研究１ 

・他職種と協働した策定 分担研究１ 

・保健所圏域レベルの関係機関（３師会、消防等）との連携・方針の合意 分担研究１ 

・管内市町村と危機管理方針や策定方針の共有と合意 分担研究１ 

・保健所間で支援・受援を行う体制を想定し、政令市・中核市も含めた検討をすすめる 分担研究１ 

策定プロセス ・策定に対する準備状態 分担研究２ 

・策定を主導する人材と力量 分担研究４ 

・機運・タイミング 分担研究４ 

・策定の意思決定 分担研究２ 

・スタッフ全員のマニュアルの必要性等の共通認識の醸成 分担研究１ 

・組織内外関係者との合意形成 分担研究４ 

・説明に有効な資料の作成と活用 分担研究４ 

・策定の事業化（目的の共有、計画の具体化、予算確保、協議会・WG等の設置） 分担研究４ 

・策定の体制づくり（メンバー、予算、要綱） 分担研究２ 

・策定グループの組織化（主査・係長級以上のメンバー） 分担研究３ 

・策定のプロジェクト・メンバーの人選 分担研究４ 

・コアとなるワーキングメンバーの選出 分担研究１ 

・策定の基本方針 分担研究２ 

・策定に対するニーズの把握 分担研究２ 

・保健師が健康危機管理上の課題の根拠を説明できる（地区特性を踏まえた実態把握） 分担研究１ 

・策定の計画づくり 分担研究２ 

・策定の行動計画の立案・実施と評価 分担研究１ 

・保健師間を含む職場内のチームワーク・良好な関係性 分担研究４ 

・災害支援活動上の情報収集の目的や判断基準の検討 分担研究１ 

・先進自治体の取組や既存の関連資料の活用 分担研究４ 

・参考となる策定ガイドラインや研究者等の人的支援によるマニュアル策定支援 分担研究１ 

策定プロセス

（つづき） 

・被災活動記録の活用 分担研究４ 

・災害支援経験者の伝承 分担研究１ 

・市町村への策定プロセスへの技術的な助言支援や研修の実施 分担研究１ 

・県保健所と市町村保健センターとの合同研修機会の企画・実施 分担研究１ 

・内部専門家の活用（公衆衛生医師、防災専門官） 分担研究４ 

・防災部署との組織的な連携体制の強化 分担研究４ 

・外部専門家の活用（教育・研究職） 分担研究４ 

・策定のプロセスの進捗支援・進捗管理 分担研究２ 

・県のマニュアルとの整合性の検討 分担研究１ 

・管内市町村のマニュアルとの整合性の検討 分担研究１ 
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・マニュアル記載内容の検討 分担研究２ 

・地域防災計画及び関連する他のマニュアルとの関係 分担研究２ 

・地域防災計画との整合性を図ること 分担研究３ 

・地域防災計画や関連する計画との整合性 分担研究４ 

・DHEATの活動との連続性の検討  分担研究１ 

・関係者協議に際しての用語の一般化、統一 分担研究４ 

・庁内合意・他部署との共有・周知 分担研究２ 

・庁内合意(危機管理部所や避難所担当部署への周知・共有)と、そのための必要時の県

から当該自治体への働きかけ 

分担研究３ 

平時の活動や人

材育成との連動 

・平時の活動との連動の検討 分担研究１ 

・組織的な人材育成との連動 分担研究１ 

策定支援 ・都道府県本庁の統括保健師の策定に対する役割・リーダーシップ 分担研究２ 

・都道府県本庁、管轄保健所の市町村への支援役割及び支援を実質化するための体制・

事業化 

分担研究２ 

・保健所による市町村支援 分担研究４ 

・県庁による県下の情報交換や助言のための定期的な会議 分担研究４ 

平時からの基盤

づくり 

・平時から保健師が組織横断的に一同に介する機会 分担研究４ 

・保健所と市町村との良好な関係性 分担研究４ 

 

表３－１ 災害時保健活動マニュアルの活用に対する課題（都道府県本庁および県型保健所） 

カテゴリ コード データ源 

活用の推進役割

の不明確さ 

・活用の方針・体制が明確でない 分担研究２ 

・活用の推進に対する統括保健師の役割が明確でない 分担研究２ 

活用の実質化 ・保健師が災害の現実味を持ち続けること 分担研究４ 

・関係機関との共同訓練等実践的訓練を関係機関と共同で実施すること 分担研究４ 

マニュアルの改

訂 

・改定根拠の明確化（災害対策活動の根拠情報や具体的ツールを容易に得られること／

国から配信があること） 

分担研究４ 

・改定の積み上げ（時代の変化に合わせた改訂） 分担研究４ 

マニュアルの内

容・形式 

・内容の充実（管内支援）（DHEATに関する内容の包含、受援に関する内容の充実、失

敗事例のマニュアルへの反映） 

・形式の統一と機能性（災害時に使いやすいマニュアルとしてデジタル化への早期統一、

応援時の混乱を防ぐためのマニュアル内容や様式の統一（全国／都道府県内／保健所管

内）） 

分担研究４ 

保健師の人員体

制 

・統括保健師の配置（統括保健師の配置と役割発揮（管内支援）） 分担研究４ 

保健師の人材育

成 

・保健師現任教育内容の充実（災害対応できる保健師の実践的育成研修内容の標準化お

よび体制の整備、失敗事例の収集と教育への活用） 

分担研究４ 

他部署・関係機

関とのマニュア

ルの共有 

・医師との共有（医師とマニュアル共有ができていないこと）  

 

表３－２ 災害時保健活動マニュアルの活用に対する課題（保健所設置市） 

カテゴリ コード データ源 

活用の推進役割

の不明確さ 

・都道府県本庁との災害時における各役割・関係が明確でない 分担研究２ 

・活用推進にかかわる保健所設置市の統括保健師の災害時の役割が明確でない 分担研究２ 

マニュアルの内

容・形式 

・受援体制の検討が不十分だった 分担研究１ 

活用の実質化 ・保健所設置市は規模が大きく共通理解・蓄積が困難なこと 分担研究４ 
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マニュアルの改

訂 

・マニュアル改訂を実施する時期と指示する人の制度化（市町村も同じ） 分担研究４ 

保健師の人員体

制 

・マネジメントを担う保健師と健康危機管理実務を担う保健師の両者を配置すること 分担研究４ 

保健師の人材育

成 

・マニュアル内容を現任教育へ体系的に落とし込むこと 分担研究４ 

 

表３－３ 災害時保健活動マニュアルの活用に対する課題（市町村） 

カテゴリ コード データ源 

活用の必要性や

方法の理解不足 

・活用の必要性や成果が明確でない 分担研究２ 

・活用におけるイメージが明確でない 分担研究２ 

・活用における体制が明確でない 分担研究２ 

・活用における管轄保健所との連携方法が明確でない 分担研究２ 

他部署・関係機

関とのマニュア

ルの共有 

・危機管理部所との調整や庁内の連携ができていない、保健活動マニュアルを共有する

必要性を感じてもらえない 

分担研究３ 

・危機管理部署職員の異動によるマニュアル共有の難しさがある 分担研究３ 

・危機管理部署が担当する福祉避難所の開設訓練や避難所開設訓練について、保健師に

声がかからない 

分担研究３ 

・関係機関（医師会、歯科医師会、薬剤師会、保健所、災害拠点病院等）と毎年、連絡

をとることが難しい 

分担研究３ 

策定したマニュ

アルの周知や理

解不足 

・発災前に具体的な活動内容や他支援団体の活動内容を理解しなければ活用できない 分担研究１ 

・マニュアルを有していても活用が不十分・存在の認知不足 分担研究１ 

・マニュアルの周知不足（マニュアル作成主担当以外に周知されていない） 分担研究１ 

・マニュル策定後の保健師への周知・共有ができない（新人保健師等） 分担研究３ 

・マニュアル内容の職員の理解不足 分担研究１ 

・保健師の災害経験有無の違いによるマニュアル内容の解釈の違い 分担研究１ 

・策定後の年数の経過、保健師の所属上司の人事異動などにより、策定マニュアルの認

知度が低くなる 

分担研究４ 

・想定外の被害が生じ機能しなかった 分担研究１ 

マニュアルの内

容・形式 

・福祉避難所の開設における計画が不十分だった 分担研究１ 

・外部支援チーム独自の記録様式や情報収集項目の活用による混乱が生じた 分担研究１ 

・情報収集項目を活用する目的や方法・判断基準が不明確だった 分担研究１ 

・情報収集項目の偏り（避難所中心で地域全体を想定していなかった、時間軸の考慮不

足、他の専門職や機関が必要とする情報が含まれていなかった） 

分担研究１ 

・マニュアルの記載内容に具体性が欠けており活用できなかった（事務分掌的な内容の

み） 

分担研究１ 

・形式の統一と機能性（被災地域・自治体組織を知らない応援者が使えるマニュアルに

すること、実践的内容（アクションカードなど）が包含されること／別冊であること、

マニュアルボリュウムを絞ること） 

分担研究５ 

・発災時、組織内の情報共有体制が不十分だった 分担研究１ 

・他職種で状況を共有し定期的に協議する場が必要だった 分担研究１ 

・災害時の統括保健師や保健師の役割を危機管理担当課に伝えておく必要があった 分担研究１ 

策定後の検証不

足 

・策定したマニュアルの妥当性の検証や他の計画との整合性の確認ができない 分担研究４ 

策定後の研修機

会との連動の不

足 

・平時に他部署と連動した災害対応訓練や研修の機会が無い（または少ない） 分担研究１ 

・マニュアルに基づく研修機会や人材育成の不足 分担研究１ 

・平時の研修に対する優先度の低さや方法の不明確さ 分担研究１ 

活用の実質化 ・保健師が災害の現実味を持ち続けること（保健師が危機感を持つ／災害が現実的・自

分事であること、大災害がなく実践できないこと、被災後、経年的に記憶が薄れること） 

分担研究５ 

・自治体規模による差（市と町村では規模が異なりマニュアル内容や様式も異なること） 分担研究５ 
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・業務の多忙（事業の増加による多忙な状況（必要性は分かっている） 分担研究５ 

マニュアルの改

訂 

・改定時期・担当者の制度化（マニュアル改訂を実施する時期と指示する人の制度化） 分担研究５ 

・改定の積み上げ（改訂を重ね積み上げていくこと） 分担研究５ 

保健師の人員体

制 

・保健師組織体制整備（マニュアル活用できる保健師の組織体制（地区担当制）・人事再

編）） 

分担研究５ 

・統括保健師の配置（統括保健師の配置と役割発揮） 分担研究５ 

・保健師としての安定的採用（市町村保健師が事務職で採用されていること、採用人数

の経年的格差／育休・産休の長期化／大量定年（将来的な課題）） 

分担研究５ 

保健師の人材育

成 

・使命感の醸成（住民の利益のために活動するという使命感を持つこと） 分担研究５ 

・リーダー保健師育成（組織的発言力のある保健師を増やすため次期統括等の幹部育成

（課長補佐以上の職位獲得）、次期リーダーに応援を体験させること、マネジメント能力

の獲得） 

分担研究５ 

・新人保健師の主体性育成（マニュアルを使える主体的な新人保健師育成） 分担研究５ 

・災害経験の継承（災害の危機感や対応の必要性が自分 

事として次世代保健師へ継承されること、育休・産休の長期化／災害経験者の高齢化／

大量定年） 

分担研究５ 

・世代交代による災害対応のノウハウの伝承 分担研究６ 

統括保健師の孤

独 

・統括保健師ネットワーク醸成（統括保健師が災害対応の情報共有や話し合う場がない

こと） 

分担研究５ 

他部署の理解 ・他部署管理者・他職種等の理解を得るための継続的働きかけ（他部署担当者の異動ご

とに説明し話しあうこと、防災部署のトップや事務職に保健師活動とその必要性を実践

的に理解してもらうこと、災害時の保健師活動を理解し続けてもらうこと） 

分担研究５ 

予算・場所 ・予算・場所の確保（マニュアル活用に関する予算不足・場所不足） 分担研究５ 

 

表４ 活用を実質化するために必要な要素として考えられること 

カテゴリ コード データ源 

活用や改訂の推

進者、体制の明

確化 

・平時の活用や改訂の責任者（部署）の明確化（業務としての位置づけ） 分担研究４ 

・災害対策活動へのパッションと推進力のある保健師の存在 分担研究５ 

・活用の推進に対する統括保健師の役割 分担研究２ 

・活用の推進の進捗・評価にかかわる体制づくり（会議体） 分担研究２ 

・マニュアル活用の担当者・見直し時期・災害研修等の実施が明記されていること 分担研究５ 

・マニュアルを見直す担当グループを組織化・定期的な会議、危機管理部署や避難所担

当部署との顔の見える関係 

分担研究３ 

・災害対策で協働できる人・組織・チームの存在 分担研究５ 

・自他の被災経験に基づく危機感と保健師としての使命感 分担研究５ 

活用機会の明確

化 

・活用の機会の明確化（研修会、他都市応援派遣時） 分担研究４ 

・活用の具体例の明示 分担研究２ 

・活用の方法、体制づくり、連携に関わる具体方法の明示 分担研究２ 

・活用によって期待される成果の明示 分担研究２ 

・マニュアルの内容が実践的な拠所であること 分担研究５ 

マニュアルの周

知・共有 

・当該自治体内の保健師・専門職への周知・共有（説明会、読み合わせや訓練での活用） 分担研究３ 

・関係者・各所への周知の定例化（最低年 1回） 分担研究４ 

・庁内合意（危機管理部所や避難所担当部署への周知・共有）と、そのための必要時の

県から当該自治体への働きかけ 

分担研究３ 

・関係機関（医師会、歯科医師会、薬剤師会、保健所、災害拠点病院等）への周知・共

有 

分担研究３ 

・地域防災組織への周知・共有 分担研究３ 
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マニュアルを反

映した研修・訓

練の実施 

・マニュアル内容を反映した研修・訓練の実施（受援の判断、フェーズに応じた活動展

開、情報収集に基づく判断、指揮命令系統の迅速な構築） 

分担研究１ 

・他部署や他機関も含めた訓練・研修機会の創出 分担研究１ 

・実践的災害訓練・研修等を毎年継続すること 分担研究５ 

活用のための基

盤づくり 

・保健師が災害時保健活動できる人員配置・教育体制 分担研究５ 

・根拠法令やマニュアルについて学ぶ機会の確保 分担研究１ 

・地域防災計画へマニュアルが位置づいていること 分担研究５ 

・平時における県保健所と管内市町村の顔の見える関係づくり 分担研究１ 

・管内市町村保健師間で災害対応訓練の実施状況や課題などの情報共有を行う 分担研究１ 

・管内市町村保健師間で共有できる機会を県保健所が創出する 分担研究１ 

・地域の諸資源との日頃の顔の見える関係づくり（医師会・住民組織） 分担研究６ 

検証に基づくマ

ニュアルの見直

しと反映 

・検証に基づくマニュアルの見直し（保健師等の市職員や関係機関の職員を対象とした

災害対策研修の実施、研修や訓練の結果を計画やマニュアルの改訂に反映するという体

制づくり） 

分担研究１ 

・頻繁・定期的に見直す機会をつくる 分担研究１ 

・市町村の統括保健師をサポートする方法などを具体的に話し合い，行動レベルまで落

として計画に反映させる 

分担研究１ 

活用に対する支

援の確保 

・マニュアル活用に関するきっかけや知識・サポートを他者から得られること 分担研究５ 

平時の保健活動

との連動 

・マニュアル内容を踏まえ平時の保健活動に反映する（地域診断等） 分担研究１ 

保健師の人材育

成との連動 

・新任期・中堅期・管理期それぞれの時期に研修を実施し実践的な研修を企画する 分担研究１ 

・計画立案・マニュアル策定等のプロセスで培われた保健師の実践力とチーム力 分担研究５ 

訓練の体系化と

効果の検証 

・公衆衛生対策に関する災害訓練の体系化と効果に関する基礎的研究の必要性 分担研究１ 
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 図１－１ 災害時保健活動マニュアルの策定フェーズにおける課題と策定を実質化するための要素 

 

図１－１ 災害時保健活動マニュアルの策定フェーズにおける課題と策定を実質化するための要素 

図１－２ 災害時保健活動マニュアルの活用フェーズにおける課題と活用を実質化するための要素 

 


